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　前回より熊本市の都市計画に関連した地図を紹介していま
す。大正 8 年公布の都市計画法（旧法）の下、熊本市では同
14 年から昭和 4 年にかけて、都市計画区域や街路の決定、土
地利用の用途を定める地域指定が行われました。今回紹介す
るのは、続いて昭和 5 年に同法の下で指定された「風致地区」
に関する図です。
　大正時代になると、日本の都市では、経済の発展や人口増
加によって、無秩序な開発が進行しはじめ、衛生状態や快適
性が悪化したり、郷土の特色が失われていくことが懸念され
るようになりました。風致地区はこれに対応する政策のため
つくられた制度で、都市の自然景観に関する日本初の法制度
です。風致について、緑地計画のパイオニアで当時内務省都
市計画課の技師であった北村徳太郎（1895-1964）は、雑誌「都
市公論」の中で「山川草木の景乃至其等が添景を与へる趣」
と表現しています。つまり、優れた自然風景のみならず、社
寺等の人工物と自然が互いに作用し合って形成される景観も
対象とされました。指定にあたっては、歴史的意義や開発に
よる喪失への懸念等も考慮されました。風致地区として指定
されると、地区内では工作物の建設、土地形質の変更、竹木
土石の採集等の開発行為が制限され、これにより地域の自然、
歴史的環境が守られることが期待されました。
　熊本市は最も初期に、特に地方都市では初めて風致地区制
度を適用しました。本図には昭和 5 年に指定された７つの地
区（八景水谷、立田山、水前寺、江津湖、花岡山、万日山、
本妙寺山）が緑色で示されています。これらは、都市計画区
域の縁辺部に位置し、全区域面積の 2 割にあたる約 1,070ha
を占めていました。当時の指定理由書を見ると、熊本市は城
下町であり風致に富む場所が多い一方、近年の市街地の膨張
により破壊される恐れがあるため、顕著な場所を指定すると
あります。指定地区は、加藤清正の御廟（浄池廟）がある本
妙寺、200 年以上にわたり細川氏の遊息の地だった水前寺成
趣園をはじめ、全てが加藤清正や藩主細川家とかかわりのあ
る場所です。また、桜や紅葉の美しい樹林や老樹の茂る森の
ある立田山、広大な江津湖、渓谷で湧水のある八景水谷など、
様々な自然美を有していました。さらに、花岡山や万日山は、
熊本城や城下町から遠く阿蘇の山々までを見渡せる眺望が特
徴でした。こうした場所は、当時すでに多くの市民の憩いの
場になっていましたが、将来公園設置を行い、さらに積極的
な整備を進めることで、市民の行楽・休息の場としての機能
を高め、都市の保健衛生の向上や、良好な住宅地形成の基盤
となることが期待されていました。

　風致地区の指定と同時期、熊本市を訪れた北村徳太郎は江津
湖を案内され、交通の便や自然環境に恵まれているこの地に大
きな可能性を見出す一方、埋立等による無秩序な市街化を懸念
しました。そして江津湖および周辺地域を対象とした公園系統
に関する計画を雑誌「都市公論」上で提案しています。補図は
その計画図です。公園系統とは、公園をネットワークを形成す
るように配置するシステムのことで、北村は江津湖や健軍神社
等の既存の緑地を活かし、それらを緑道等で連結させることを
提案しました。また、江津湖一帯については、熊本市民の都市
公園としてあらゆる慰楽施設を設けるとして、芝生広場、屋内
外の遊戯・運動施設、劇場や音楽堂、動植物園、魚釣りやボー
ト場等を配すことを提案しました。
　昭和 30－40 年代を中心に、上記の江津湖をはじめすべての
風致地区内に比較的大規模な公園が設置され、地域の自然、歴
史的環境の維持に中心的な役割を果たしています。熊本市では
昭和 40 年代から開発の勢いが一段と激しくなり、公園緑地政
策も本格化しますが、主要な緑地はすでに昭和初期の風致地区
の指定によって守られ続けてきたと言えそうです。

（補図）熊本江津湖を中心としたる公園計画
出典：北村徳太郎（1931）「熊本市郊外江津湖を中心とする敷地計画殊に其の公園系統に就て」

『都市公論』14 巻 2 号、 22 頁

（本図）熊本都市計画図　風致地区指定地域並ニ他ノ法令ニ依ル指定地位置図（公益財団法人  後藤・安田記念東京都市研究所　市政専門図書館  所蔵）
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※本図は、原本の地図に熊本市都市政策研究所において風致地区名を加筆したものです。
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〈熊本市都市政策研究所開設 5 周年記念シンポジウム報告〉
「政令指定都市に求められるシンクタンクの像～どうしても必要な研究所へ～」
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　本研究所は、熊本市が政令指定都市へ移行したことを機に、中長期的なまちづ
くり構想に資する調査研究活動を行うとともに、職員の政策形成能力の向上を図
ることを目的に、市役所内部の自治体シンクタンクとして平成 24 年 10 月に設立
されました。本研究所の開設から 5 年が経過し、この間、少子高齢化及び人口減
少社会の本格的な進展並びに平成 28 年熊本地震の発生など、本市を取り巻く状況
も大きく変わっています。このように、地域課題を踏まえた政策立案がより一層
求められる中、本研究所が自治体シンクタンクとして果たすべき役割を考えるた
め、平成 29 年 10 月 25 日に「開設 5周年記念シンポジウム」を開催しました。
　本シンポジウムでは、政令指定都市の自治体シンクタンクである（公財）神戸
都市問題研究所、（公財）堺都市政策研究所、（公財）福岡アジア都市研究所をお
招きし、その先進的な活動に学ぶとともに、（公財）地方経済総合研究所顧問の元
山哲夫氏より本研究所の 5 年間の取組を外部の視点から評価していただだきまし
た。その後、大西市長、元山氏、蓑茂所長による鼎談において、本研究所の今後
のあり方について様々な視点から議論しました。

　先進都市の活動に学ぶ 

　まず「先進都市の活動に学ぶ」として、本研究所よりも長い歴史をもつ各指定都市のシンクタンクにご登壇いただき、その先進
的な活動をご紹介いただきました。多くの活動実績を有する先進のシンクタンクから設立経緯や最近の取組・研究動向についてご
報告いただくことで、今後の議論における重要な視点を共有しました。
　神戸都市問題研究所からは、設立 42 年という長い歴史の中で、神戸市の都市の発展に始まり、阪神・淡路大震災からの復興、
そして人口減少下における都市の再活性化をテーマに調査研究に取り組んでいることが示されました。また堺都市政策研究所には、
仁徳天皇陵などの古墳が集積する地域資源の活用を目指した取組や、産業連関表を活用した経済波及効果の推計に係る取組につい
てご紹介いただきました。福岡アジア都市研究所からは、福岡のグローバル交流拠点形成に関する調査研究や、超高齢化社会に対
応する社会情報基盤整備に関する研究を基幹調査研究とするとともに、研究員の個別研究や外部との共同研究にも取り組んでいる
ことが報告されました。
　さらに各シンクタンクからは、それぞれの特色をいかしながら、地域の研究機関等とのネットワークの構築、交流プラットフォー
ムの形成に取り組むなど、積極的に外部との連携を図っていることが示されました。まさに交流・連携の核として地域をけん引す
る政令指定都市のシンクタンク像を提示されました。

　開設 5 年を迎えた IPRK（熊本市都市政策研究所） 

　次に本研究所より、開設から 5 年間の取組や研究成果等の活動実績について報告
しました。本報告では、本研究所の組織体制等を紹介するとともに、本研究所の 3
つの機能である「調査・政策研究」「人材育成」「情報収集・発信」について、その
理念と具体的な取組内容を提示しました。以下、報告の要旨です。

【本研究所報告「開設 5 年を迎えた IPRK」】
　まず「調査・政策研究」においては、開設当初に「スタートアップ研究」として
地域認識・歴史認識の共有化に向けた研究に取り組み、本市の市制が発足した明治
22 年から現在までの都市形成の変遷をまとめた。さらに「都市の本質に関する研究」

（人口問題、都市計画等）、「都市の生活に関する研究」（コミュニティ、子育て、環
境問題等）、「都市の産業に関する研究」を対象に都市政策研究に取り組み、これまでに 23 本の研究報告を発表している。さらに
平成 28 年熊本地震（以下「熊本地震」）の発生を受けて、熊本における過去の地震災害の記憶の継承（明治 22 年発生の明治熊本
地震を記録した『熊本明治震災日記』（以下「震災日記」）の現代語訳）や熊本地震の記録（震災記録誌の編纂等）に取り組むとともに、
熊本地震における避難所形成パターンに関する研究など 6 本の研究報告を発表した。
　「人材育成」については、様々な都市問題をテーマに県内外の著名な講師による講演会を開催しており、本シンポジウムを含め
て 20 回の開催を数え、延べ 2,600 人が参加している。さらに講演会の事前もしくは事後に、講演会のテーマに関連した研修会を
開催し、講演内容の理解を深める機会を提供している。これまでに 11 回開催し、延べ 400 人以上が参加している。
　「情報収集・発信」においては、刊行物・ニューズレターの出版、学会等における研究発表、HP 更新・メールマガジンの送信等、
様々な媒体を通して研究所の情報を発信し、外部との情報交換・連携を進めるとともに、研究の質の向上を図っている。

　熊本市都市政策研究所の評価と今後の期待

　鼎談

　次に、（公財）地方経済総合研究所顧問の元山哲夫氏に「熊本市都市政策研究所の評価
と今後の期待」についてご報告いただきました。地方経済総合研究所は、熊本県下企業
の業況調査をはじめ、県内経済動向として県内 GDP 月次推計の実施等の事業を展開する
地元金融機関のシンクタンクであり、同じ熊本をフィールドとする研究機関として、外
部の視点から本研究所の活動を検証していただきました。具体的には、本研究所の 3 つ
の機能「調査・政策研究」「人材育成」「情報発信」及びその全体の結果である「総括」
の 4 部門を対象に評価を行っていただきました。
　「調査・政策研究」に関して、元山氏は、人口動態の分析や少子化の要因分析といった
自治体政策の最重要課題に対する研究や熊本地震関連の調査研究に対して、その意義や成果に高い評価を示された一方、産業関
連の研究については、本市が「熊本市しごと・ひと・まち創生総合戦略」（以下「総合戦略」）を掲げて「雇用の創出」につなが
る「しごと」に力点を置く中、研究テーマ・研究本数ともにさらなる努力が必要であると指摘されました。また「人材育成」、「情
報発信」及び「総括」においても、開設から 5 年という第 1 ステージにおいて一定の成果を上げたと評価されました。
　次に元山氏は、今後の本研究所への期待として、本研究所が開設 5 年を経て新たなステージを迎えるにあたり、これまで以上
に「どうしても必要な研究所」として存在感を発揮していくために、本市の総合戦略と一体感を持った取組が必要との提言をさ
れました。また、総合戦略の展開には PDCA サイクルの確立が求められていますが、本研究所が当該サイクルの重要な機能であ
る「C（＝検証・評価）」を担っていくことに大きな期待を寄せられました。

　
　
　

　〔 熊本市都市政策研究所開設 5 周年記念シンポジウム  報告〕

　　　期日　平成 29 年 10 月 25 日（水）

　　　場所　熊本市現代美術館アートロフト

　「政令指定都市に求められるシンクタンクの像  ～どうしても必要な研究所へ～」
　かたち

　シンポジウムの最後に、大西一史 熊本市長、元山哲夫 地方経済総合研究所顧問、
蓑茂壽太郎 熊本市都市政策研究所長による鼎談を行い、本研究所の自治体シンク
タンクとしての今後のあり方を議論しました。以下、鼎談における発言の要旨です。

【本研究所のこれまでの取組について】
（大西市長）研究とは成果が出るまで時間を要するものではあるが、今後も研究機

関としての自由度を持ちながら、研究員自らの課題設定、解決策の模索を基本と
して存分に取り組んでほしい。それにあたっては、研究所の研究成果が実際の政
策立案の現場で活用されるよう、研究所の「理論」と各部局の「実践」をつなげていく継続的な取組が必要である。

（元山氏）これまでに研究所主催の講演会では、熊本の都市デザインに関することや産業政策に重要な示唆を与える知見が提供
されており、研究所が作成している講演録で確認することができる。これらの知見について市職員の理解を深める必要がある。

（蓑茂所長）開設 5 年を経て、行政実務の現場との連携をさらに進めていかねばならない。また講演会で得られた知見を繰り返
し確認し、それを新たな気づきへとつなげていく風土を市職員の間に作っていければと考えている。

【熊本地震発災後の本研究所の取組について】
（大西市長）熊本地震は未曽有の大災害であったが、過去にも明治 22 年に大きな地震が発生しており、今回の震災を想起させる

甚大な被災状況を記録する「震災日記」も残されていた。しかし、過去の地震災害の記憶が継承されていなかったのであり、改
めてこの記録を後世に伝えていく必要があると考え、研究所に「震災日記」の現代語訳を依頼したところ半年ほどで成果を出し
てくれた。また、今回の熊本地震における市の災害対応をまとめた記録誌の作成についても研究所で取り組んでいるが、この取
組は、発災当時の状況を克明に記録するとともに今後の防災対策に資するものとして、大変意義深いものだと思っている。

（元山氏）震災時の避難所に関する問題やコミュニティを扱った研究など、時宜に適った成果をあげてきたと評価している。
（蓑茂所長）かねてより外部の研究機関との連携を模索していたが、今回、大学の研究者や学生との協働で「震災日記」の現代

語訳にあたるなど、研究所の新たな活動スタイルを築くことができた。

【本研究所の今後について】
（大西市長）元山氏の指摘にもあったが、本市の総合戦略は「しごと」にフォーカスして地方創生を進めることとしている。今

後研究所は、産業の活性化をはじめ、現在・未来の政策課題への対処に資するエビデンスやバックデータの提供が求められるだ
ろう。研究所と各部局が対話を深め、互いに働きかけ合うことで、組織内にシンクタンクを持つ強みを発揮してほしい。

（蓑茂所長）「知識基盤社会」においては、エビデンスに基づいた政策形成が重要となってくるが、まさに研究所はその担い手と
なる必要がある。本日の皆様からの貴重な提言を受けて、今後の研究所の活動について考えていきたい。

シンポジウム報告の文責はニューズレター事務局にあります。内容の詳細は都市政策研究所ホームページに掲載いたします。
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講演会要旨の文責はニューズレター事務局にあります。内容の詳細は都市政策研究所ホームページに掲載いたします。

活動報告

 　平成 30 年 1 月 30 日（火）に、広井良典氏による講演会（前頁詳細）に際して事前研修
会を実施しました。講師は千葉大学大学院在籍時に広井氏に師事し共著もある本研究所研
究員の加藤壮一郎が担当しました。広井氏の研究履歴に沿って 3 つの研究論文を選出し、
参加者には事前に 1 篇以上の論文を講読していただきました。はじめに加藤から 3 論文の
概説、後半は論文毎にグループに分かれてのディスカッションを行い、最後にグループご
との討論内容を発表し、加藤からコメントをするという形で進行しました。
　論文概説では、広井氏が日本の社会保障の研究を基盤に、特に近代化以降の「公－共－私」
の領域における機能と変化から、人口減少社会では「共」領域である「地域」が、社会問
題解決における「最適な空間単位」となるというテーマを中心に解説しました。論文を読
むことに馴染みがなかった参加者も、「ディスカッションを通じて内容の理解が深まった」
などの感想もあり、活発な意見交換がされました。意見発表では、「共」領域の活性化のため、
市民の自発的な活動をどのようにしたら展開できるかなどの課題が提起されました。
　一部の論文が理論的でやや難解であったため解説が十分に行き届かなかったなどの課題
がありましたが、「市職員が論文を読む機会自体が少ないので、このような機会はいいきっかけになる」との感想もあり、今後
も論文講読等を通した市職員の能力向上に貢献できるような企画に取り組んでいきたいと考えています。（加藤　壮一郎）

　本研究所では、政令指定都市のシンクタンク間で共通のまちづくりの課題等を共有し、
その創意工夫を交換し合うことを目的に、「指定都市まちづくりシンクタンク連絡協議会総
会」を平成 29 年 10 月 26 日（木）に開催しました。今回の総会には、協議会会員の（公財）
神戸都市問題研究所、（公財）堺都市政策研究所、（公財）福岡アジア都市研究所、並びに
オブザーバーとして（公財）大学コンソーシアム京都の皆様にご出席いただきました。
　今回の総会では、研究事業における大学の研究者等の外部人材の活用が重要な課題とし
て挙げられました。外部の様々な研究者との連携を深めることで、研究の質の向上を図る
とともに、共同研究の実施につなげることができるなど、改めて外部人材活用の重要性が
確認されました。また、研究テーマの設定や研究の方向性の企画において外部の学識者が
参画する取組など、各シンクタンクから大変示唆に富む事例が報告されました。他にも、
研究成果等の効果的な情報発信についてなど、活発な意見交換がなされました。
　総会終了後は、熊本城総合事務所の案内のもと、熊本地震により甚大な被害を受けた熊
本城の復旧状況を視察しました。石垣の崩落など地震の猛威を改めて実感するとともに、
震災からの復旧・復興に向けた取組を発信する貴重な機会となりました。（中野　啓史）

　平成 29 年 3 月に本市が公表した「平成 23 年熊本市産業連関表」について、理解を深めるとともに活用の普及を図るため、
産業連関表の作成を担当した総務局総務課との共催で 2 月 14 日と 19 日に職員対象に研修会を開催しました。研修会では、当
研究所で作成したテキスト「産業連関表はおもしろい！ －産業連関分析入門－」を使用し、九州の政令指定都市である福岡市
の平成 23 年表と比較しながら 3 回に分け進めました。
　1 回目は、産業連関表の構造や見方について、2 回目は投入係数やレオンチェフ逆行列係
数の意味について、3 回目は最終需要項目別生産誘発額、粗付加価値誘発額、移輸入誘発額
等ついての最終需要との関係と経済波及効果の推計方法などの説明を行い、延べ約 60 人の
職員が参加し、産業連関表について理解を深める機会となりました。
　平成 23 年産業連関表から本市の産業の姿を見るだけでなく、福岡市の平成 23 年表を比
較し読み解いて行くことで、参加した職員には産業連関表の見方とおもしろさとともに、
福岡市との産業構造の違いも学ぶことができ、本市を他都市と比較したときの産業構造の強みと弱みを具体的に知る機会になっ
たと思います。参加した職員からは産業連関表の見方や分析方法に理解が深まったという声がありました。
　今後も職員がさらに産業連関表への理解を深め、政策への活用を図ることが出来るよう、当研究所においても担当課とも連携
してしっかり取り組んで行きたいと思います。（植木　英貴）　

第 25 回指定都市まちづくりシンクタンク連絡協議会総会を開催しました。

研修会「産業連関表はおもしろい - 産業連関分析入門 -」を開催しました。

第 21 回講演会（講師：広井良典氏）の事前研修会を開催しました。

　日本は世界に先駆けて「人口減少と高齢化」というテーマを
経験している。他の国も日本を追いかけるようにそのテーマを
経験することとなる。日本が「人口減少と高齢化」にどう対応
していくかは、日本にとって意義があるだけではなく、世界全
体にとっても意義があることだと考える。「人口減少と高齢化」
には多くの難題もあるが、人口減少や高齢化をプラスの可能性
やチャンスに発展させていくことが大事なのではないかと考え
る。
　日本は 2005 年に初めて人口が減少し、2011 年からは完全
な人口減少時代となり、2050 年頃には 1 億人を下回ると予測
されている。人口増加期（高度成長期）には首都圏に向かって
人が流れてきたが、人口減少時代においては、むしろこれまで
とは逆の流れとなり、若い世代が地域や地元のもつ固有の価値
や風土的・文化的多様性への関心を強めていく「ローカル志向」
に流れることとなる。これからは高度成長期的な「拡大・成長」
路線から発想を転換させていくことが重要であり、バブル期の
経済成長一辺倒の発想だけではかえって出生率が低下すること
となる。発想をかえてゆとりある「定常型社会」を実現してい
くことが結果的に出生率の向上につながっていく。
　私が地域社会を考えていく上で重要と思っているのは、人生
において特に地域との関わりが強い「地域密着人口（高齢者と
子どもを足した割合）」の増加である。一人暮らし高齢者が増
える中、「居場所」を意識したまちづくりが人口減少・高齢化
時代には特に重要になってくる。福祉政策やまちづくり・都市
政策等をつなぐ発想が大事であり、ヨーロッパではカフェなど

「人口減少社会を希望に～グローバル化の先のローカル化～」（要旨）

　〔 第 21 回講演会報告 〕

　講師　広井　良典　氏
　〔京都大学　こころの未来研究センター　教授〕
　　1961 年岡山県岡山市生まれ。

　　東京大学教養学部卒業、同大学院修士課程修了。

　　厚生省勤務を経て、1996 年から千葉大学法経学部助教授、2003 年同教授。

　　2016 年 4 月から現職。専攻は公共政策及び科学哲学。

　　　

　　　期日　平成 30 年 2 月 8 日（木）

　　　場所　熊本市役所 14 階大ホール

ゆっくりと過ごせる「居場所」があり、高齢者等がゆったりと過
ごせる場所が街中にあることは、ある意味で福祉施設や医療施設
を作ることよりも重要な意味があるのではないかと考える。また、
ドイツでは中心部から自動車を排除して「歩行者が歩いて楽しめ
る街」がある。街中には「座れる場所」もあり、このような場所
はコミュニティ空間として重要である。「歩いて楽しめる街」は、
本来は高齢化とは無関係に実現されていくべきであるが、高齢化
への対応が社会全体の重要課題として認識される中、高齢化を
チャンスとして「コミュニティ空間を重視した歩行者中心の街」
を実現していくことが日本社会全体の課題となっている。
　日本は、1950 ～ 70 年代頃の高度成長期には農村から都市への
人口移動の時代であったが、この頃は地方都市もにぎわいを保っ
ていた。1980 ～ 90 年代には、自動車・道路中心の都市・地域モ
デルを追及し、この時期にショッピングモールが登場し、地方都
市の空洞化が進むこととなった。2000 年代以降は、新たな転換
期が始まろうとしており、高齢化が進む中、遠くのモールに自動
車で行けない買い物難民が問題となり、商店街の新たな価値が生
まれてきた。人口減少社会に移行する中で、過度な低密度化の問
題が顕在化し、人口増加期に考えていた都市や地域のあり方とは
異なるモデルを考えていく必要がある。
　地方都市の空洞化が進んでいく一方で、札幌・仙台・広島・福
岡などは人口増加率が首都圏並みとなっている。現在、日本で進
みつつあるのは東京への「一極集中」ではなく、いくつかの都市
に人が集中する「少極集中」ともいえる。ただし、一部の農山村
等では人口が増加しているところもあり、これからは「一層の少
極集中化」が進んでいくか、「多極集中化」に向かうかの分岐点
と考える。2017 年に日立京大ラボとの共同研究で、①人口、②財
政・社会保障、③地域、④環境・資源という 4 つの持続可能性に注
目し、2050 年の日本が持続可能であるためどういう対応が求め
られるか、AI を活用したシミュレーションを行った結果、人口・
地域の持続可能性や健康、幸福、格差等の観点からは「都市集中型」
よりも「地方分散型」が望ましいという結果がでた。これからの
日本社会を考えていくにあたり、地域の特徴を活かしながら、で
きるだけ「ヒト・モノ・カネ」が地域の中で循環する姿を実現し
て行くことが日本全体の持続可能性として望ましいと考える。
　これからは高齢化が地球レベルで進んでいくこととなる。私は

「グローバル定常型社会」として、「21 世紀後半に向けて世界は、
高齢化が高度に進み、人口や資源消費も均衡化するような、ある
定常点に向かいつつあるし、またそうならなければ持続可能では
ない。」と考える。日本は高齢化・人口減少社会のフロントランナー
として進んでいくことになる。人口増加期（拡大・成長の時代）
には集権化や都市への人口集中が進んでいったが、日本はもとも
と分権的で地域の多様性に富む社会であり、今はそこに回帰しつ
つある。人口減少社会への移行は、各々の地域に根差した真の豊
かさを実現していく大きな入口でありチャンスである。「豊かな
定常型社会」のあり方を先導的に実現し発信していくポジション
に日本全体がなっていくことが必要であると考える。
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　『生きた建築ミュージアムフェスティバル大阪』（略称：イケフェス）とは、大阪の近現代の多彩な建物を一斉公開するイベン
トです。普段は立ち入ることが出来ない建物内部が特別公開されるほか、ガイドツアーや展示、映画祭やコンサートなども企画
されていました。近年、建築物を一斉に公開するいわゆる「オープンハウス」が国内の各都市で取り組まれていますが、このイ
ケフェスは、大阪の歴史・文化・市民の暮らしぶりといった都市の営みの証であり、様々な形で変化・発展しながら今も生き生
きとその魅力を物語る建築物等を「生きた建築」と定義し、近代建築から 1990 年代の現代建築までを幅広く対象としている点
で特徴的であり、オープンハウスの規模は国内最大となっています。
　大阪市では、市内に立つ建築物の再生・活用を推進し、大阪という都市の
魅力を創造・発信することを目的として、オープンハウスの実施を含む「生
きた建築ミュージアム事業」を平成 25 年度から実施しています。この事業は、

「大阪都市魅力創造戦略」に位置付けられ、「選定」、「再生」、「活用」の全て
を一連の事業として総合的に実施するものでした。その後平成 28 年度より、
継続的な事業実施の為、民主体の実行委員会へ運営を移行し実施しています。
　このような選定基準や運営の方法など大変示唆深く、今後都市政策研究所
でも、建築を利用した事業を行う際の裏づけとなる価値付けや、ストーリー
創りの一助となる研究を行って行きたいと考えています。（松澤　真由美）

活動報告

2017 年度日韓農村計画学会交流セミナーに参加しました。

 　都市政策研究所は、日本農村計画学会が平成 29 年 12 月 9 日に開催した
日韓農村計画学会交流セミナーに参加しました。このセミナーは、日本と韓
国の農村計画学会により、毎年それぞれの国で交互に開催されてきたもので、
今年度は「農村地域のレジリエンスと持続性」をテーマに、熊本市で開催さ
れました。参加者は、日本と韓国に加え、中国、台湾、オーストリアから、
研究者や学生など 50 名に上りました。「レジリエンス」という概念は、地震
などの自然災害や社会の急激な変動があった際に、被害を吸収し、あるいは
早い回復を促す能力をいい、「回復力」や「しなやかさ」などということも
あります。また、防災・減災とも関係の深い概念です。日本では東日本大震
災や熊本地震など、様々な災害が農村地域に大きな影響を及ぼしています。
隣の韓国でも 2016 年の群発地震の発生等により農村地域の防災・減災に注目が集まっています。こうした背景から、セミナー
では、近年の様々な災害における農村の被害状況や復旧過程、防災・減災に関する政策、災害と地域コミュニティの関係など、
さまざまな視点から発表や議論が活発に行われました。なお、本セミナーは熊本市が後援し、本研究所が開催を支援しました。
市を代表して蓑茂所長が冒頭挨拶を行い、研究員がポスター発表を行いました。（市川　薫）

　（公財）日本都市センター主催による第 4 回都市調査研究交流会が平成 30 年 2 月 9 日、日本都市センター会館で都市自治体
で調査研究に携わる職員を対象に開催されました。「都市自治体における調査研究を担う人材育成・専門性の確保」をテーマに
関東学院大学副学長の出石 稔教授より「自治体職員が調査研究に携わるきっかけづくりと支援」と題して基調講演が行われま
した。講演では自治体職員が研究を行う際、自主研究グループの活性化や学
識者や民間企業者の方など異業種とのふれあいが重要なこと、またやりがい
が生まれる環境づくりへの支援が大切であるといった話がありました。
　また、その後「職員の調査研究の能力を向上させるために」をテーマに出
石教授をコーディネーターとして、盛岡市まちづくり研究所倉原宗孝所長（岩
手県立大学教授）と鎌倉市政策創造課の中山秀樹氏、当研究所から副所長の
植木も参加しパネルディスカッションが行なわれました。
　職員の研究員の配置も本市のように庁内公募であったり、通常の人事異動
による配置であったりと各自治体によって違いがあり、そのような中で、研
究員となった職員が研究に取組み、その取組みを組織の中でどう評価し育てていくか議論となりました。（植木　英貴）

都市調査研究交流会に参加しました。

『生きた建築ミュージアムフェスティバル大阪』に参加しました。

あいにくの雨にもかかわらず、多くの人が公式ガイドブックを
片手にオープンハウスに参加している様子（10 月 28 日撮影）

　近年「レジリエンス」という概念が、個人、集団、社会シス

テム等が災害等の大きな変化に対して、元来の健全性を回復す

るという文脈で多くの分野で使われるようになりました。この

「レジリエンス」という多様な意味を包含する概念を包括的に

捉えようと試みたのが、A・ゾッリ他著『レジリエンス』（須川

綾子訳、ダイヤモンド社、2013 年）で、この中で、苦境から力

強く立ち直るコミュニティには共通する特徴を持ったリーダー

が必ず存在するという指摘が注目されています。従来型の政治

家や企業の CEO 等に見られる豪腕タイプのようなリーダー像と

は違い、組織階層を自由に飛び越えて、あらゆるグループを引

き込み、各当事者が互いに理解し合うための「通訳」に務める「通

訳型リーダー」として紹介されています。このリーダーシップ

は、正式な肩書きよりはインフォーマルな権限と文化的規範に

根ざしているとされ、優れた「通訳型リーダー」は、社会ネッ

トワークの成長を促すためにも次なるリーダー役への教育と権

限委譲も明確に判断するとされています。

　熊本地震でも、町内自治会、民生委員、自主防災クラブなど

の地域組織、医療機関や福祉事業所などの民間団体の中からも

上記に定義される「通訳型リーダー」の活躍を多く見ることが

できました。指定避難所のみならない自主避難所の運営、水・

物資の支援、災害弱者を中心とした地域住民への支援等を、日

頃培われてきた人的ネットワークを活用して、震災時の混乱に

対応された事例は枚挙に暇ありません。ここでは本研究所で実

施した地域関係者へのヒアリング調査から、興味深い 2 つの事

例を紹介します。

　中央区の大江第 3-4-5 合同町内会自主防災クラブ代表の樋口

さんは、10 年来この地域での自治会活動に関わっており、地域

防災活動を通じてのコミュニティ作りに取り組んできました。

4 月 14 日の前震直後には地域にある中川鶴公園に約 200 人が

避難し、翌朝には町内自治会とともに地域防災対策本部を立ち

上げ、地域住民の協力を得て炊き出しを実施しました。近くの

熊本学園大学に 50 名ほどの避難を交渉し、近所に住む大学生

のボランティアを、近くの川から水汲みをしてもらうように指

揮し、民生委員とも協力して、地域の災害時要援護者の確認も

迅速に実施しました。その後、白川中学校の避難所開設に応じ

て、段階的に避難者を移動させて、18 日に対策本部を閉め、指

定避難所の運営などの手伝いにスタッフともども合流したとい

います。興味深いのは、この後、震災対応で知り合った子育て

世代の親と交流を深め、彼らに中心となってもらい、その年の

夏に、この地域では初めての夏祭りを開催するまでにつないで

いる点です（写真）。

　東区山ノ内地区にある認知症に特化した高齢者介護施設「あ

やの里」では、本震直後から迅速に炊き出しが実施され、翌朝

には関西から知人がトラックに冷凍食 400 食分、また日常的に

交流のある近所住民からも野菜が持ち寄られました。民間、行

政問わず支援物資はとにかく受入れ、民生委員を通じて、様々

な理由で避難所へ避難できない地域の高齢者などに配布しまし

た。また要介護者を含む高齢者約 30 人（その内 20 人は民生

委員の紹介）の緊急避難を受入れました。発災直後から 5 月

連休までの期間に 100 件ほどのボランティアが来て、その中

の海外女性からの紹介で海外の有名アウトドア企業から大量

の寝袋などの支援も受けました。現在も震災をきっかけに多

くの大学生が出入りするようになってイベントやワーク

ショップを実施しています。また、地域の民生委員との連携

による地域行事、同地区の地域関係者との地域づくりプロジェ

クト結成など多彩な地域活動へとつながっています。副代表

の岡元さんは震災対応時を振り返って「未来の日本だと思い

ました。介護保険制度が脆弱となったときに最後に頼れるの

は地域とのつながりだと感じました」と述懐しています。

　これらの事例では、「通訳型リーダー」が日常的な活動を通

じた「顔」の見える関係性を通して、行政関係者も含む多く

の地域関係者や支援者との協力に繋げただけでなく、地域に

眠る人材を結びつけ、特に世代を超え、各世代のニーズを引

き出し、コーディネートすることで震災後も豊かな地域活動

へと展開させています。彼らが、ソーシャルキャピタル（社

会関係資本）とも呼ばれる、こうした多様な能力を持つ人的

資源や社会資源のハブとなることで、地域の情報がより広範

囲で共有され、関係者間の「信頼」も醸成されています。公

共サービスに頼るだけでなく、地域社会でできることは自分

たちで展開していくことは人口減少社会の地方行政の持続可

能性を考える上でも重要課題といえるでしょう。平成 29 年 4

月から熊本市はまちづくりセンターの設立など地域活性化に

積極的に取り組んでいます。一方でヒアリングからは、行政

との日常的な情報共有のパイプ作りや助成事業を受けるにあ

たっての手続きの簡素化、活動条件の柔軟化などを求める声

もありました。今後も、こうした社会ネットワークを活性化

できるようなフレキブルな支援を通して地域の自律性を高め、

「通訳型リーダー」を多く輩出できれば、行政と地域に厚い「信

頼」のあるレジリエントな地域社会が実現するでしょう。

（加藤　壮一郎）

写真　2016 年 8 月の大江地区の夏祭り風景（筆者撮影）
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